














様式９ 役員名簿 2019 年６月 24 日改訂版

フリガナ

氏名

〈就任年月日〉

オオタキ セイイチ

大滝 精一

2019年3月19日

備考

タカサワ ケイイチ

髙澤 圭一

2019年3月19日

備考

スズキ ユウジ

鈴木 祐司

2019年3月19日

備考

イシダ ユウ

石田 祐

2019年3月19日

備考

クズマキ トオル

葛巻 徹

2019年3月19日

備考

コワグチ ノブコ

強口 暢子

2019年3月19日

備考

シラカワ ユリエ

白川 由利枝

2019年3月19日

備考

フクダ ダイスケ

福田 大輔

2019年3月19日

備考

マツイ ユウスケ

松井 佑介

2019年3月19日

備考

ヤマダ アツシ

山田 淳

2019年3月19日

役職

1

2

※役員名簿の枠が足りない場合は、適宜追加してください。

※備考欄には、他の団体等との兼職関係（兼職先名称、兼職先での役割等）、申請団体における役員としての、今回申請する事業の実施に影響すると考えられる情報を

記載ください。

常勤/非常勤 生年月日 性別 住所 備考
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理事
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非常勤
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非常勤

女

理事長

副理事長

専務理事

非常勤

非常勤

非常勤

非常勤

理事

理事

理事
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⚫ 倫理に関する規程

（１）基本的人権の尊重 倫理規程 第２条

（２）法令遵守（暴力団、反社会的勢力の排除） 倫理規程 第3条

（３）私的利益追求の禁止 倫理規程 第4条

（４）利益相反等の防止及び開示 倫理規程 第6条

（５）特別の利益を与える行為の禁止
「特定の個人又は団体の利益のみの増大を図る活動を行う者に対し、寄附その他の特別の利益
を与える行為を行わない」という内容を含んでいること

倫理規程 第4条～6条

（６）情報開示及び説明責任 倫理規程 第7条

（７）個人情報の保護 倫理規程 第8条

● 利益相反防止に関する規程

（１）-1利益相反行為の禁止
「資金分配団体が実行団体を選定、監督するに当たり、資金分配団体と実行団体との間の利益
相反を防ぐ措置」について具体的に示すこと

倫理規程
理事会運営規則

第6条
第17条

（１）-2利益相反行為の禁止
「助成事業等を行うにあたり、理事、監事、評議員・社員、職員その他の事業協力団体の関係者
に対し、特別の利益を与えないものである」という内容を含んでいること

倫理規程 第5条～6条

（２）自己申告
「役職員に対して、定期的に「利益相反に該当する事項」に関する自己申告をさせた上で、適切
な組織において内容確認を徹底し、迅速な発見及び是正を図る」という内容を含んでいること

利益相反管理規程 第3条～5条

⚫ コンプライアンスに関する規程

（１）   コンプライアンス担当組織
実施等担う部署が設置されていること

コンプライアンス規程 第6条～7条、9条

（２）コンプライアンス委員会（外部委員は必須）
「外部の有識者等も参加するコンプライアンス施策の検討等を行う組織及びその下に実施等を
担う部署が設置されている 」という内容を含んでいること

コンプライアンス規程 第7条

（３）コンプライアンス違反事案
「不正発生時 には、原因究明、関係者に対する厳格な処分及び再発防止策を確実に実施し、
その 内容を公表する」という内容を含んでいること

コンプライアンス規程 第10条

⚫ 公益通報者保護に関する規程

（１）ヘルプライン窓口（外部窓口の設置が望ましい） 公益通報者保護に関する規程 第4条

（２）通報者等への不利益処分の禁止
「公益通報者保護法を踏まえた内部通報制度の整備・運用に関する民間事業者向けガイドライ
ン（平成28 年 12 月９日消費者庁）」を踏まえた内部通報制度について定めていること

公益通報者保護に関する規程 第12条

⚫ 情報公開に関する規程

以下の１.～４.の書類が情報公開の対象に定められていること
１. 定款
２. 事業計画、収支予算
３. 事業報告、貸借対照表及び損益計算書、財産目録
４. 理事会、社員総会、評議員会の議事録

情報公開規程 情報公開規程
第9条
別表１

⚫ 文書管理に関する規程

（１）決済手続き 文書管理規程 第6条

（２）文書の整理、保管 文書管理規程 第5条、第7条

（３）保存期間 文書管理規程 第8条

⚫ リスク管理に関する規程

（１）具体的リスク発生時の対応 リスク管理規程 第7条

（２）緊急事態の範囲 リスク管理規程 第14条

文書管理規程

リスク管理規程

倫理規程

・倫理規程
・理事会規則
・役員の利益相反禁
止のための自己申告
等に関する規程
・就業規則
・審査会議規則
・専門家会議規則

コンプライアンス規程

内部通報（ヘルプライ
ン）規程





2019 年 7 月 31 日 
 

公益財団法人 地域創造基金さなぶり 
 理 事 長 大 滝 精 一 

 
補助率に関する特例申請の理由書 

 
 弊財団は、2011 年 6 月 20 日に宮城県仙台市に設立された市民設立のコミュニティ財団

です。発足の経緯は、2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災による被災に対し、市民の

レベルで、国内外からの支援を仲介する機能を、被災地に近い地域に設けるというものでし

た。実際、財団法人としての基本財産 300 万円は、全国 324 人からの 484 万円の寄付金を

もとにして設立されました。 
当法人は、その設立の起源が大規模自然災害時における復旧・復興支援であり、国内外の

多くの方々からの支援を基に支援事業（資金助成、伴走支援、研修の実施等）を行ってきま

した。そのため、宮城県内単一の事業地域とすることなく国内であればどこでも公益財団法

人としての事業展開ができるように、公益認定も全国として認定を受けています。実際に、

岩手県、宮城県、福島県の 3 県、並びに福島県の県外避難者がいる地域において活動する団

体等へ資金助成を行ってきました。また、コレクティブ・インパクトに代表されるように、

地域の課題解決を図る際には、個々の団体への支援だけではなく産官学民の各セクターが

地域の持続可能性=SDGs の視点も踏まえた事業展開を積極的にリードしていく（資金助成

の設計、研修等の実施）必要があり、弊財団が関与している事業では、実際に 4 年で 8000
万円を超える資金調達に成功しています。 
 今回の休眠預金制度における資金分配団体への申請は、広く国民の個人資産が原資であ

る点を踏まえて宮城県等一つの県に留まることなく、3 県にわたる展開、並びに東日本大震

災にかかる支援を受けた立場、地域の復興に携わってきた立場から、国内全域の防災・減災

にかかる事業を展開していこうとするものです。他方で、公益財団法人であることから、収

益事業には取り組んでおらず、自然災害の頻発から東日本大震災の復興にかかる寄付金の

動向は減退の一途をたどっています。休眠預金制度は、既に発災した災害の復興支援に用い

る趣旨はありませんが、今年度公募のテーマ設定は被災各地域の様々な課題への対処とし

て合致したものであり、積極的な活用が求められています。弊財団としての資金調達では、

復興一本ではなく、地域の活性化や持続可能性の向上等のテーマを提示し、遺贈寄付等の取

組みも進めているところですが、高額の基本財産、特定基金の設立には至っておらず、全体

額の 2 割負担をすることは現実的ではありません。本申請では、初年度、2 年目は自己資

金・民間資金の 20%確保を０としましたが、３年目は、公益法人における「特定費用準備資

金の積立」を目指しています。以上、ここに特例の申請として書面をお送り申し上げます。 
以上 




